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１．経営成績・財政状態に関する分析

(1）経営成績に関する分析

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策等を背景に景気は緩やかな回復基調で推移いたしまし

た。一方で、海外経済の減速懸念のほか、円安に伴う物価上昇など個人消費の回復には遅れが見られ、依然とし

て消費環境は先行き不透明な状況が続いております。 

このような経営環境のなか、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、事業の長期的な成長を重視し、社

会のデジタル化に対応した写真事業への変革を目指して、当連結会計年度の計画を推進してまいりました。 

実施した施策は、以下のとおりです。

 

① 新しい写真の楽しみ方を提案するための改装を、「カメラのキタムラ」827店で実施しました。写真を

「撮る」楽しさに加えて「作る」楽しさを提案する「photo＋（フォトプラス）」コーナーを設置し、最

新の注文ソフト「ＷＰＳ（ワンダープリントステーション・富士フイルム株式会社が開発）」を導入しま

した。写真選びやフォトブックの編集が楽しめる売場になりました。 

② 「年賀状」の収益向上のために、次の施策を実施しました。

 ・スマートフォンやタブレットからの年賀状注文の強化策として、「写真つき年賀状注文アプリ」、「印

 刷年賀状注文アプリ」全５種類を投入しました。

 ・「写真つき年賀状」では、「キタムラオリジナルデザイン年賀状」を強化しました。デザインを約

 1,200種類に増やしました。「ちびまる子ちゃん」デザインも好評でした。

 ・「宛名同時印刷」は、「キタムラオリジナル年賀状」に加え、フジカラー年賀状でもご注文いただける

 ようにしました。

 ・「スタジオマリオ」で「マリオフォトＣＤ」ご購入のお客さまに、カメラのキタムラで利用できる年賀

 状クーポンをお送りしました。

 その結果、年賀状の販売枚数は、6,708万枚（前年同期比2.5％増）となりました。

③ 「スタジオマリオ」では、最大需要期の七五三撮影において、予定通りお客さまにご利用いただくことが

できました。その結果、当連結会計年度において、売上高は前年同期比4.6％増、客数は前年同期比1.8％

増、客単価は前年同期比2.7％増となりました。 

④ 「カメラのキタムラ」では、マイナンバーカード申請等の証明写真撮影サービスにおいて、多くのお客さ

まにご利用いただき、売上高は前年同期比27.6％増となりました。最高の撮影機材を備えた「証明写真ス

タジオＫ」で、撮影前にスタッフが丁寧にアドバイスを行い、撮影した写真はすぐにモニター画面で確認

できます。納得いくまで何度でも撮り直しが可能で、お客さまにご好評を頂いております。

⑤ 「カメラのキタムラ」を８店、「スタジオマリオ」を13店、「Apple正規サービスプロバイダ認定店」を

９店、合計30店出店しました。退店は、「カメラのキタムラ」23店、「スタジオマリオ」２店、「Apple

正規サービスプロバイダ認定店」１店の計26店です。内、「スタジオマリオ」「Apple正規サービスプロ

バイダ認定店」は、移転による退店です。

⑥ 市場の変化に合わせた店舗の統合・再配置を実施しました。既存の「カメラのキタムラ」の中に、

「Apple正規サービスプロバイダ認定店」を出店しました（愛媛県松山市）。また、既存の「カメラのキ

タムラ」と、「Apple正規サービスプロバイダ認定店」の併設店舗内に、「スタジオマリオ」を移転しま

した（福井県福井市）。

⑦ スマートフォンの販売店舗数を８店増やし、446店に拡大しました。取扱いキャリアでは、ドコモを12店

増加し440店に、ａｕを69店増加し312店に、それぞれ拡大しました。ソフトバンクは２店減少し301店に

なりました。また、３キャリア（ドコモ、ａｕ、ソフトバンク）の併売店は、53店増加し250店に拡大し

ました。

⑧ スマートフォンの接客販売時にタブレットを使って、お客さまに最適なスマートフォンを提案するサービ

スを開始しました。「おすすめスマホ診断」「スマホ機種比較」では、スマートフォン購入の際に重視す

る性能を選択すると、現在販売されている３キャリアのスマートフォンの中で、最もお客さまに合った機

種がタブレットに表示されます。「ケータイ料金無料診断」では、使用中のキャリアや現在の機種を何カ

月使っているかなどの簡単なアンケートに答えると、３キャリア分のお客さまに合った料金プランと、機

種代金を含めた毎月の利用料金が確認できます。３キャリアの中から最適な料金プランをご検討いただく

ことが可能です。

⑨ インバウンド対応として、外国人観光客の利用が多い都心の「カメラのキタムラ」新宿・西口店と、東

京・渋谷店の看板を全面改装し、免税販売の訴求を強化しました。また、「キタムラネット中古サイト」

では、新たに10カ国の言語を加え、計13カ国の言語に対応しました。

⑩ 平成27年５月に、「カメラのキタムラアマゾン店」が、高い顧客満足を提供したマーケットプレイスに贈

られる「Amazonマケプレアワード2014」の「カテゴリー賞」を受賞しました。また、平成28年３月に「カ

メラのキタムラヤフー店」が「年間ベストストア」を８年連続で受賞しました。
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⑪ 株式会社読売新聞東京本社と提携して、1912年以降、約100年分のご希望日の新聞紙面を印刷する、「読

売新聞紙面印刷サービス」を８月１日より開始しました。ご注文は「カメラのキタムラ」店頭のほか、ネ

ットプリントサイトで受け付けしており、納期は最短10分です。「スタジオマリオ」では、デザイン台紙

やデザインアルバムなどの既存商品に、記念日などご希望日の新聞紙面を一緒に組み合わせてプリントで

きます。他の写真館にはない、「スタジオマリオ」ならではのサービスです。 

 

 この結果、当連結会計年度において当社グループの実績は、売上高は154,219百万円（前年同期比0.7％増）とな

り、前連結会計年度における、消費税増税前の駆け込み需要等の反動による売上減から回復し、増収となりまし

た。利益面では、新規出店にともなう人件費の増加に加え、店舗改装等の費用増加により、営業利益946百万円

（前年同期比41.6％減)、経常利益1,144百万円（前年同期比39.7％減）、親会社株主に帰属する当期純利益70百万

円（前年同期比84.4％減）となりました。 

 

セグメントごとの業績は、以下のとおりです。

（店舗販売事業）

 取扱店舗を拡大しているApple製品修理サービス及び年賀状販売や証明写真が好調に推移したことにより

売上高が増加しました。しかしながら、新しい写真の楽しみ方を提案するため等の店舗改装費が増加したこ

とにより利益の減少となりました。

 この結果、当連結会計年度での売上高は136,535百万円（前年同期比0.4％増）となり、1,035百万円のセ

グメント利益（前年同期比32.1％減）となりました。

 

（レンタル事業）

 ＣＤレンタル及びゲームソフトの販売が減少したものの、ＤＶＤレンタル、コミックレンタル、書籍、文

房具、ゲーム機の販売が好調に推移したことにより売上高が増加しました。

 この結果、当連結会計年度での売上高は5,275百万円(前年同期比0.5％増）となり、99百万円のセグメン

ト利益(前年同期比17.4％増）となりました。

 

（服飾卸販売事業）

 主力商品である「ＯＵＴＤＯＯＲ ＰＲＯＤＵＣＴＳ」のバッグの卸販売が堅調に推移し、ロイヤリティ

ー事業の収益増加により売上高が増加しました。しかしながら、事業拡大のために人件費、販売費が増加し

たことにより利益の減少となりました。

 この結果、当連結会計年度での売上高は1,706百万円（前年同期比7.1％増）となり、118百万円のセグメ

ント利益（前年同期比15.8％減）となりました。

 

（写真卸販売事業）

 プリントの卸売が好調に推移したことにより売上高が増加しました。しかしながら、事業拡大のために販

売費が増加したことにより利益の減少となりました。

 この結果、当連結会計年度での売上高は5,165百万円（前年同期比5.2％増）となり、301百万円のセグメ

ント利益（前年同期比18.4％減）となりました。

 

（医療用機器卸販売事業）

 当連結会計年度より従来「その他」に含まれていた「医療用機器卸販売事業」について重要性が増したため、

報告セグメントして記載する方法に変更しております。

 機器販売と保守サービスが好調に推移したことにより売上高が増加しました。しかしながら、販売力強化のた

めの人員増に伴い営業費が増加したことにより利益の減少となりました。

 この結果、当連結会計年度での売上高は4,942百万円（前年同期比2.2％増）となり、208百万円のセグメ

ント利益（前年同期比1.9％減）となりました。

 

（その他事業） 

 パソコン販売が減少したため売上減となりましたが、修理サービスと課金サービス販売を強化して粗利益高の

改善を行いました。

 この結果、当連結会計年度での売上高は593百万円（前年同期比3.4％減）となり、20百万円のセグメント

利益（前年同期比20.2％増）となりました。
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＜次期の見通し＞

 平成29年３月期の業績見通しは、売上高166,800百万円（前年同期比8.2％増）、営業利益1,400百万円（前年同

期比48.0％増）、経常利益1,800百万円（前年同期比57.3％増）、親会社株主に帰属する当期純利益650百万円（前

年同期比827.4％増）を見込んでおります。 

 そのために、以下の施策をすすめます。

①すべての活動を「プリントにつなげる」戦略を強化し、継続します。 

１) お客さまにphoto＋（フォトプラス）コーナーで、写真づくりを楽しんでいただき、フォトブック、プリン 

 トを増やします。 

２) デジタルカメラを販売して、プリントを増やします。 

３) スマートフォンを販売して、プリントを増やします。 

４）デジタルカメラとスマートフォンをつないで、プリントを増やします。 

５) キタムラネット会員を増やして、プリントを増やします。 

６) Apple正規サービスプロバイダ認定店を増やして、プリントを増やします。 

７) 「スタジオマリオ」の撮影を増やして、プリントを増やします。 

８) データベースを機軸とした新しい写真ビジネスを構築します。 

②デジタルカメラは、専門店ならではの販売でシェアアップを目指します。 

③スマートフォンの３キャリア併売店を増やして、お客さまのニーズに合った提案で販売台数を増やします。

④オムニチャネルをさらにすすめて、店舗とＥＣ両方の客数・売上高の増加を目指します。

１) キタムラネット会員を店頭で募集して増やします。

２) 店頭タブレット端末を活用したおすすめで、売上高を増やします。

３) 店頭で、スマホアプリの使い方を説明し、写真のネット注文を増やします。

４) キタムラネット会員向けの新たなカテゴリーの商品を増やします。

⑤Apple正規サービスプロバイダ認定店として、Apple製品修理サービスの店舗数を増やし、「カメラのキタムラ」

とのシナジー効果を高めます。 

⑥市場の変化に合わせた店舗の統合・再配置、併設出店を推進します。

⑦七五三・年賀状商戦で、収益向上を目指します。

 

(2）財政状態に関する分析

① 資産、負債及び純資産の状況

(資産)

 当連結会計年度末の総資産につきましては62,420百万円となり、前連結会計年度末比2,300百万円の減少とな

りました。リース資産（純額）が879百万円、工具、器具及び備品（純額）が709百万円増加したものの、受取

手形及び売掛金が2,216百万円、現金及び預金が797百万円、投資有価証券が756百万円減少したこと等によるも

のです。

(負債)

 負債につきましては43,130百万円となり、前連結会計年度末比1,925百万円の減少となりました。これは主

に、リース債務が962百万円、退職給付に係る負債が242百万円増加したものの、支払手形及び買掛金が2,710百

万円、長期借入金（1年内返済予定を含む）が220百万円減少したこと等によるものであります。

(純資産)

 純資産につきましては19,289百万円となり、前連結会計年度末比374百万円の減少となりました。これは主に

利益剰余金287百万円、その他有価証券評価差額金が50百万円、退職給付に係る調整累計額が42百万円減少した

こと等によるものであります。この結果、自己資本比率は30.7％となりました（前連結会計年度末は

30.2％）。

② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末よ

り747百万円減少し、当連結会計年度末には、5,423百万円となりました。

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローとそれらの要因は、次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

 営業活動により獲得した資金は2,830百万円（前年同期5,392百万円の収入）となりました。これは、主に仕

入債務の減少額2,705百万円による資金の減少要因があったものの、減価償却費3,269百万円、売上債権の減少

額2,216百万円による増加要因があったこと等によるものであります。
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(投資活動によるキャッシュ・フロー)

 投資活動の結果使用した資金は2,217百万円(前年同期1,511百万円の支出)となりました。これは、主に投資

有価証券の売却による収入647百万円による資金の増加要因があったものの、有形固定資産の取得による支出

2,651百万円による資金の減少要因があったこと等によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

 財務活動の結果使用した資金は1,360百万円（前年同期3,979百万円の支出)となりました。これは、主に長期

借入れによる収入6,000百万円による資金の増加要因があったものの、長期借入金の返済による支出6,220百万

円、ファイナンス・リース債務の返済による支出982百万円による資金の減少要因があったこと等によるもので

あります。

（参考） キャッシュ・フロー関連指標の推移

  平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期 

自己資本比率（％） 29.4 29.9 29.4 30.2 30.7

時価ベースの自己資本比率（％） 14.8 19.6 17.4 21.3 23.4

キャッシュ・フロー対有利子負債比率

（年）
21.1 5.0 2.4 2.3 5.0

インタレスト・カバレッジ・レシオ

（倍）
3.6 15.0 31.3 33.7 21.5

 （注）１．各指標の算定方法は以下のとおりであります。

自己資本比率              ： 自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率        ： 株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率   ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） ： 営業キャッシュ・フロー／利払い

２．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

３．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。

   ４．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

おります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対

象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用してお

ります。

 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

 当社は、株主各位への安定的な配当継続を実施することを経営の最重要政策の一つとして位置づけております。競

争力を維持・強化し集客力の増大を図るとともに、業績に裏付けられた成果の配分を行うことを基本方針としており

ます。当期の期末配当につきましては、普通配当１株につき年間配当金20円を実施させていただく予定であります。

次期の１株当たりの配当金は、年間配当金（期末）20円を予定しております。

 今後は競争力を高めることや市場ニーズに応える商品開発、さらに効率的な新規出店等に有効投資してまいりま

す。これは、将来の利益に貢献し、かつ株主各位への安定的な配当に寄与するものと考えております。株主価値の向

上に向け、基本方針に基づく具体的な目標として、連結ベースで「配当性向30％」を定めており、継続的な利益還元

に努めてまいります。

 当社は、株主への機動的な利益還元を行うことを可能とするため、会社法第454条第５項の規定により、「取締役

会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。現状

中間配当の実施の予定はありませんが、中間配当も重要な株主還元と考えており、中間配当の実施についても検討し

てまいりたいと考えております。

 

(4）継続企業の前提に関する重要事象等 

 該当事項はありません。
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２．企業集団の状況

 当社グループは、当社、子会社７社により構成されており、店舗販売事業、レンタル事業、服飾卸販売事業、写真卸

販売事業、医療用機器卸販売事業とその他事業を営んでおります。

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。なお、次の６事業

は「５.連結財務諸表 (5)連結財務諸表に関する注記事項（セグメント情報等）」に掲げるセグメントの区分と同一で

あります。また、当連結会計年度より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「５.連結財務諸表 (5)連

結財務諸表に関する注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 

①店舗販売事業

 カメラ等の販売、写真プリントサービス、証明写真や記念写真の撮影サービス等を店頭にて提供しております。主

に、当社が販売、サービス提供を行い、現像・プリント等の製造については連結子会社㈱ラボ生産に一部委託してお

ります。

②レンタル事業

 カルチュア・コンビニエンス・クラブ㈱のフランチャイジーとしてＤＶＤやＣＤのレンタルを中心に「ＴＳＵＴＡ

ＹＡ」事業を行っており、連結子会社㈱ビコムキタムラが実施しております。

③服飾卸販売事業

 服飾雑貨等の輸入卸販売を行っており、連結子会社㈱キタムラトレードサービスが実施しております。主な取扱い

商品は「ＯＵＴＤＯＯＲ ＰＲＯＤＵＣＴＳ」があります。

④写真卸販売事業

 映像・写真関連商品の卸販売、プリント現像処理サービス及びデジタル加工処理サービスを行っており、連結子会

社㈱ラボネットワークが実施しております。

⑤医療用機器卸販売事業

 医療用機器・レントゲンフィルム等の卸販売を行っており、連結子会社㈱キタムラメディカルが実施しておりま

す。

⑥その他事業 

 ㈱ピーシーデポコーポレーションのフランチャイジーとして「ＰＣ ＤＥＰＯＴ」事業等を行っております（連結

子会社㈱キタムラピーシーデポ）。

 

 なお、㈱キタムラビジネスソリューション（注）は、グループのシェアード・サービス会社であり、コスト低減・サ

ービス・レベルの向上・内部統制強化を目的として、経理総務事務代行業務を行っております。

 

 企業集団の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。

 

（注）㈱キタムラビジネスソリューションは、平成28年４月１日付で当社が存続会社として吸収合併しました。 
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３．経営方針

(1）会社の経営の基本方針

 当社グループは「カメラのキタムラ」「スタジオマリオ」「Apple正規サービスプロバイダ認定店」を全国に1,300

店展開し、時代に応じた写真の楽しみ方を追求したサービスを提供できる専門店チェーンであります。 

 また、店舗とネットショップの相互連携によるオムニチャネルを進め、販売力強化にもつなげております。 

 その経営資源を生かし、写真に関するすべてにおいて出店地域で一番のシェアを目指すことで、お客さまより「写

真のことならキタムラへ」と信頼を得られるよう、サービスの提供に努めてまいります。

 また、写真文化を育て続け、写真の好きな方に愛される企業になるべく、写真事業を通じて社会貢献を進めてまい

ります。

(2）目標とする経営指標

 経営基盤と財務体質の強化を図り、企業価値の最大化に努めます。これを実現するために、安定的な利益達成と投

資効率のバランスを重要な指標と捉え、総資本経常利益率の向上を目指します。

(3）中長期的な会社の経営戦略

 ５つの基本戦略を強力に推進します。

  1）ＥＳ（従業者満足）を通じてＣＳ（お客さま満足）を実現する 

  2）「写真のオンリーワン企業」を目指す 

  3）写真領域を拡大して新しい商品とサービスを創る 

  4）スマートフォンの販売とサービス開発を推進する 

  5）写真事業を通じて社会に貢献する

(4）会社の対処すべき課題

 ①現状の認識について

 景気は緩やかな回復基調が続いているものの、個人消費は回復の遅れが見られ、消費の環境は依然厳しく、当

社グループを取り巻く環境も引き続き厳しい状況が予想されます。

 ②対処すべき課題 

 デジタル化による写真プリント減への対応や、スマートフォンの普及に合わせた販売強化、Apple正規サービス

プロバイダ認定店の展開など事業の拡大が課題です。また、求人難による採用費、人件費の上昇抑制が課題で

す。
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４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務諸

表を作成する方針であります。

 なお、IFRSの適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成28年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 7,388 6,590 

受取手形及び売掛金 10,031 7,814 

商品 12,620 12,625 

原材料及び貯蔵品 978 788 

前払費用 616 650 

繰延税金資産 467 456 

未収入金 2,881 3,032 

その他 109 539 

貸倒引当金 △70 △71 

流動資産合計 35,023 32,426 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 14,346 14,307 

減価償却累計額 △10,331 △10,336 

建物及び構築物（純額） 4,015 3,970 

機械装置及び運搬具 1,271 1,294 

減価償却累計額 △1,062 △1,121 

機械装置及び運搬具（純額） 209 173 

工具、器具及び備品 8,007 8,383 

減価償却累計額 △6,478 △6,144 

工具、器具及び備品（純額） 1,528 2,238 

土地 5,485 5,567 

リース資産 3,862 5,648 

減価償却累計額 △941 △1,847 

リース資産（純額） 2,921 3,801 

建設仮勘定 34 62 

有形固定資産合計 14,195 15,814 

無形固定資産    

ソフトウエア 1,664 1,455 

その他 731 695 

無形固定資産合計 2,396 2,151 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,827 1,070 

長期貸付金 40 42 

長期前払費用 225 150 

繰延税金資産 1,474 1,398 

敷金及び保証金 8,749 8,582 

仕入先長期積立金 775 775 

その他 65 64 

貸倒引当金 △52 △55 

投資その他の資産合計 13,106 12,029 

固定資産合計 29,697 29,994 

資産合計 64,720 62,420 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成28年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 16,728 14,018 

短期借入金 1,260 1,460 

1年内返済予定の長期借入金 5,374 4,351 

未払金 2,253 2,240 

リース債務 916 1,267 

未払法人税等 531 386 

未払消費税等 972 491 

未払費用 2,393 2,457 

賞与引当金 921 950 

役員賞与引当金 28 28 

その他 505 667 

流動負債合計 31,886 28,320 

固定負債    

長期借入金 5,534 6,336 

リース債務 2,210 2,822 

役員退職慰労引当金 681 703 

退職給付に係る負債 4,057 4,300 

商品保証引当金 332 305 

資産除去債務 139 142 

その他 213 199 

固定負債合計 13,169 14,810 

負債合計 45,056 43,130 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,852 2,852 

資本剰余金 2,604 2,604 

利益剰余金 14,210 13,923 

自己株式 △12 △12 

株主資本合計 19,655 19,367 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 237 186 

退職給付に係る調整累計額 △317 △360 

その他の包括利益累計額合計 △79 △173 

非支配株主持分 88 95 

純資産合計 19,664 19,289 

負債純資産合計 64,720 62,420 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

売上高 153,174 154,219 

売上原価 99,560 98,492 

売上総利益 53,614 55,727 

販売費及び一般管理費    

広告宣伝費 467 483 

給料及び手当 17,538 18,761 

賞与引当金繰入額 836 946 

役員賞与引当金繰入額 28 28 

退職給付費用 501 561 

役員退職慰労引当金繰入額 62 157 

福利厚生費 3,391 3,667 

賃借料 8,957 9,265 

減価償却費 2,040 2,408 

支払手数料 5,754 5,755 

貸倒引当金繰入額 － 6 

その他 12,416 12,738 

販売費及び一般管理費合計 51,993 54,781 

営業利益 1,620 946 

営業外収益    

受取利息 8 2 

受取配当金 22 25 

受取手数料 79 72 

仕入割引 156 153 

持分法による投資利益 14 － 

貸倒引当金戻入額 23 8 

その他 213 136 

営業外収益合計 517 399 

営業外費用    

支払利息 162 133 

支払手数料 38 37 

売上割引 5 5 

貸倒引当金繰入額 5 5 

その他 27 19 

営業外費用合計 239 201 

経常利益 1,898 1,144 

特別損失    

持分変動損失 23 － 

固定資産売却損 5 － 

固定資産除却損 89 187 

減損損失 337 109 

投資有価証券売却損 － 27 

特別損失合計 456 324 

税金等調整前当期純利益 1,442 819 

法人税、住民税及び事業税 901 617 

法人税等調整額 84 124 

法人税等合計 986 742 

当期純利益 455 77 

非支配株主に帰属する当期純利益 6 6 

親会社株主に帰属する当期純利益 449 70 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当期純利益 455 77 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 103 △50 

退職給付に係る調整額 △109 △42 

その他の包括利益合計 △6 △93 

包括利益 449 △16 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 443 △23 

非支配株主に係る包括利益 6 6 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,852 2,604 14,060 △12 19,504 

会計方針の変更による累積
的影響額     59   59 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 

2,852 2,604 14,119 △12 19,563 

当期変動額           

剰余金の配当     △357   △357 

親会社株主に帰属する当期
純利益     449   449 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 91 △0 91 

当期末残高 2,852 2,604 14,210 △12 19,655 

 

           

  その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

退職給付に係る調整
累計額 

その他の包括利益 
累計額合計 

当期首残高 134 △207 △73 82 19,513 

会計方針の変更による累積
的影響額         59 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 

134 △207 △73 82 19,572 

当期変動額           

剰余金の配当         △357 

親会社株主に帰属する当期
純利益         449 

自己株式の取得         △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 103 △109 △6 6 0 

当期変動額合計 103 △109 △6 6 91 

当期末残高 237 △317 △79 88 19,664 
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当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,852 2,604 14,210 △12 19,655 

当期変動額           

剰余金の配当     △357   △357 

親会社株主に帰属する当期
純利益     70   70 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － － △287 △0 △287 

当期末残高 2,852 2,604 13,923 △12 19,367 

 

           

  その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

退職給付に係る調整
累計額 

その他の包括利益 
累計額合計 

当期首残高 237 △317 △79 88 19,664 

当期変動額           

剰余金の配当         △357 

親会社株主に帰属する当期
純利益         70 

自己株式の取得         △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

△50 △42 △93 6 △86 

当期変動額合計 △50 △42 △93 6 △374 

当期末残高 186 △360 △173 95 19,289 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 1,442 819 

減価償却費 2,806 3,269 

減損損失 337 109 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △26 3 

賞与引当金の増減額（△は減少） 13 29 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △0 △0 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 179 193 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 65 22 

商品保証引当金の増減額（△は減少） △55 △27 

受取利息及び受取配当金 △30 △28 

支払利息 162 133 

持分法による投資損益（△は益） △14 － 

持分変動損益（△は益） 23 － 

投資有価証券売却損益（△は益） － 27 

有形固定資産売却損益（△は益） 5 － 

固定資産除却損 66 174 

売上債権の増減額（△は増加） 1,106 2,216 

たな卸資産の増減額（△は増加） 223 185 

その他の資産の増減額（△は増加） 576 △616 

仕入債務の増減額（△は減少） △807 △2,705 

その他の負債の増減額（△は減少） 514 △91 

その他 △32 26 

小計 6,557 3,740 

利息及び配当金の受取額 25 27 

利息の支払額 △160 △131 

法人税等の支払額 △1,029 △806 

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,392 2,830 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △484 △484 

定期預金の払戻による収入 484 534 

有形固定資産の取得による支出 △1,662 △2,651 

有形固定資産の売却による収入 63 0 

無形固定資産の取得による支出 △750 △439 

投資有価証券の取得による支出 △183 － 

投資有価証券の売却による収入 － 647 

敷金及び保証金の差入による支出 △203 △366 

敷金及び保証金の回収による収入 629 577 

貸付けによる支出 △4 △4 

貸付金の回収による収入 3 3 

投資その他の資産の増減額（△は増加） 595 △34 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,511 △2,217 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,060 200 

長期借入れによる収入 3,350 6,000 

長期借入金の返済による支出 △7,493 △6,220 

自己株式の取得による支出 △0 △0 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △537 △982 

配当金の支払額 △357 △357 

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,979 △1,360 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △97 △747 

現金及び現金同等物の期首残高 6,269 6,171 

現金及び現金同等物の期末残高 6,171 5,423 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変

動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上す

る方法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処

理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法

に変更しております。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更

を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については、連結財務諸表の組替えを行

っております。

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。

 これによる連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（追加情報）

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法

律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する連結会計

年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の

計算に使用する法定実効税率は、前連結会計年度の計算において使用した32.2％から平成28年４月１日に開始

する連結会計年度及び平成29年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については

30.9％に、平成30年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等については、30.6％

となります。 

 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は92百万円減少し、法人

税等調整額が80百万円、退職給付に係る調整累計額が９百万円、その他有価証券評価差額金が２百万円、それ

ぞれ増加しております。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が経営資源の分配の決定及び業績を評価するために、定期的な検証を行う対象となっているものでありま

す。

 当社グループは、多様化する顧客のニーズに合わせた販売形態を主軸としながら、取り扱う商品・サービスに

ついて包括的な戦略を立案し事業活動を展開しております。

 したがって、販売形態別のセグメントから構成されており、「店舗販売事業」「レンタル事業」「服飾卸販売

事業」「写真卸販売事業」及び「医療用機器卸販売事業」の５つを報告セグメントとしております。

 「店舗販売事業」はカメラ等の販売、写真プリントサービス、証明写真や記念写真の撮影サービス等を店頭に

て提供しております。

 「レンタル事業」はカルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社のフランチャイジーとしてＤＶＤやＣＤの

レンタルを中心に「ＴＳＵＴＡＹＡ」事業を行っております。

 「服飾卸販売事業」は服飾雑貨等の輸入卸販売を行っており、主に「ＯＵＴＤＯＯＲ ＰＲＯＤＵＣＴＳ」商

品を取り扱っております。

 「写真卸販売事業」は映像・写真関連商品、プリント現像処理サービス及びデジタル加工処理サービスを取り

扱っております。

 「医療用機器卸販売事業」は医療用機器、画像情報システム、レントゲンフィルム等の販売、医療機器のメン

テナンス等を取り扱っております。

 当連結会計年度より、従来「その他」に含まれていた「医療用機器卸販売事業」について、量的な重要性が増

したため、報告セグメントとして記載する方法に変更しております。

 なお、前連結会計年度のセグメント情報については、当連結会計年度の報告セグメントの区分に基づき作成し

たものを開示しております。

 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

 報告されている事業セグメントの会計処理方法は、連結財務諸表を作成するために採用される会計処理の原則

及び手続きに準拠した方法であります。

 報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。

 セグメント間の内部売上高及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

   前連結会計年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日）

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

連結 
財務諸表 
計上額 

（注）３ 
  店舗販売 レンタル 

服飾卸 
販売 

写真卸 
販売 

医療用機器 
卸販売 

計 

売上高                    

外部顧客への売上高 135,971 5,249 1,592 4,911 4,835 152,560 614 153,174 － 153,174 

セグメント間の内部売

上高又は振替高 
－ － 62 423 － 485 0 485 △485 － 

計 135,971 5,249 1,655 5,334 4,835 153,046 614 153,660 △485 153,174 

セグメント利益 1,525 84 141 369 212 2,333 17 2,350 △451 1,898 

セグメント資産 60,539 1,965 596 2,465 2,416 67,983 258 68,242 △3,521 64,720 

セグメント負債 40,710 1,696 464 2,423 1,519 46,814 36 46,851 △1,795 45,056 

その他の項目                    

減価償却費 2,156 425 0 209 7 2,799 2 2,802 3 2,806 

受取利息 41 0 0 1 0 42 0 42 △34 8 

支払利息 160 15 1 19 0 197 0 197 △34 162 

特別損失 421 3 － 8 0 433 － 433 23 456 

（固定資産除却損） 85 3 － 0 0 89 － 89 － 89 

（減損損失） 335 － － 1 － 337 － 337 － 337 

セグメント有形固定資

産及び無形固定資産の

増加額 
3,913 397 － 299 16 4,626 － 4,626 △4 4,621 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、パソコン販売事業等を含ん

でおります。

２．セグメント利益の調整額△451百万円には、当社グループ間の受取配当金の相殺△458百万円、持分法投

資利益14百万円及びグループ会社間の未実現損益の調整による影響額△８百万円が含まれております。

 セグメント資産の調整額△3,521百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産242百万円、

繰延税金資産150百万円、資本連結消去額△1,577百万円、債権債務消去額△2,334百万円及びその他調整額

△２百万円が含まれております。

 セグメント負債の調整額△1,795百万円には、各報告セグメントに配分していない全社負債71百万円、退

職給付に係る負債の調整額468百万円及び債権債務消去額△2,334百万円が含まれております。

３．セグメント利益は、連結財務諸表の経常利益と調整を行っております。
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   当連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

連結 
財務諸表 
計上額 

（注）３ 
  店舗販売 レンタル 

服飾卸 
販売 

写真卸 
販売 

医療用機器

卸販売 
計 

売上高                    

外部顧客への売上高 136,535 5,275 1,706 5,165 4,942 153,626 593 154,219 － 154,219 

セグメント間の内部売

上高又は振替高 
5 － 77 366 － 448 － 448 △448 － 

計 136,540 5,275 1,784 5,531 4,942 154,074 593 154,668 △448 154,219 

セグメント利益 1,035 99 118 301 208 1,763 20 1,784 △640 1,144 

セグメント資産 57,283 1,844 567 2,508 2,757 64,962 282 65,245 △2,824 62,420 

セグメント負債 38,459 1,519 443 1,884 1,845 44,152 43 44,195 △1,064 43,130 

その他の項目                    

減価償却費 2,577 422 0 257 8 3,265 2 3,268 0 3,269 

受取利息 34 0 0 0 0 35 0 35 △32 2 

支払利息 131 13 1 19 0 166 0 166 △32 133 

特別損失 322 1 0 0 － 324 － 324 △0 324 

（固定資産除却損） 186 0 0 0 － 187 － 187 － 187 

（減損損失） 108 1 0 0 － 109 － 109 － 109 

セグメント有形固定資

産及び無形固定資産の

増加額 
4,228 371 － 238 17 4,855 1 4,856 △0 4,856 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、パソコン販売事業等を含ん

でおります。

２．セグメント利益の調整額△640百万円には、当社グループ間の受取配当金の相殺△649百万円、グループ

会社間の未実現損益の調整による影響額９百万円が含まれております。

 セグメント資産の調整額△2,824百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産241百万円、

繰延税金資産158百万円、資本連結消去額△1,577百万円、債権債務消去額△1,643百万円及びその他調整額

△２百万円が含まれております。

 セグメント負債の調整額△1,064百万円には、各報告セグメントに配分していない全社負債61百万円、退

職給付に係る負債の調整額518百万円及び債権債務消去額△1,643百万円が含まれております。

３．セグメント利益は、連結財務諸表の経常利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 製品及びサービスの区分が報告セグメント区分と同一であるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

 本邦の外部顧客への売上高が、連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

 

(2）有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が、連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあ

りません。

 

当連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 製品及びサービスの区分が報告セグメント区分と同一であるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

 本邦の外部顧客への売上高が、連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

 

(2）有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が、連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあ

りません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日）

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

 該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

１株当たり純資産額 1,093.96円 1,072.64円

１株当たり当期純利益金額 25.14円 3.92円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益金額

（百万円）
449 70

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純

利益金額（百万円）
449 70

期中平均株式数（千株） 17,894 17,894

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。 
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６．個別財務諸表

（１）貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当事業年度 

(平成28年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 6,493 5,506 

受取手形 2 2 

売掛金 7,543 5,162 

商品 11,610 11,683 

貯蔵品 716 558 

前払費用 545 572 

繰延税金資産 367 346 

関係会社短期貸付金 2,190 1,830 

未収入金 2,797 2,948 

その他 253 490 

貸倒引当金 △0 － 

流動資産合計 32,520 29,101 

固定資産    

有形固定資産    

建物 3,153 3,148 

構築物 233 210 

機械及び装置 171 149 

工具、器具及び備品 1,140 1,871 

土地 4,977 5,059 

リース資産 2,047 2,863 

建設仮勘定 34 29 

有形固定資産合計 11,758 13,332 

無形固定資産    

電話加入権 145 145 

借地権 442 442 

商標権 41 30 

ソフトウエア 1,142 884 

ソフトウエア仮勘定 3 61 

無形固定資産合計 1,775 1,564 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,150 1,069 

関係会社株式 2,252 2,253 

長期貸付金 37 38 

長期前払費用 207 134 

繰延税金資産 1,125 1,057 

敷金及び保証金 8,215 8,070 

仕入先長期積立金 100 100 

破産更生債権等 1 1 

その他 14 13 

貸倒引当金 △19 △18 

投資その他の資産合計 13,085 12,719 

固定資産合計 26,620 27,616 

資産合計 59,140 56,717 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当事業年度 

(平成28年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形 3,971 2,460 

買掛金 10,808 9,451 

短期借入金 1,100 1,300 

1年内返済予定の長期借入金 5,324 4,301 

リース債務 608 888 

未払金 2,120 1,996 

未払費用 2,075 2,132 

未払法人税等 409 262 

未払消費税等 774 377 

前受金 140 110 

預り金 305 482 

賞与引当金 774 809 

役員賞与引当金 13 13 

設備関係支払手形 84 80 

その他 16 16 

流動負債合計 28,525 24,683 

固定負債    

長期借入金 5,534 6,336 

リース債務 1,584 2,193 

退職給付引当金 3,114 3,292 

役員退職慰労引当金 506 527 

商品保証引当金 332 305 

資産除去債務 123 125 

その他 175 163 

固定負債合計 11,371 12,944 

負債合計 39,896 37,627 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,852 2,852 

資本剰余金    

資本準備金 2,419 2,419 

その他資本剰余金 184 184 

資本剰余金合計 2,604 2,604 

利益剰余金    

利益準備金 150 150 

その他利益剰余金    

買換資産圧縮積立金 7 6 

別途積立金 9,645 9,645 

繰越利益剰余金 3,759 3,656 

利益剰余金合計 13,562 13,459 

自己株式 △12 △12 

株主資本合計 19,006 18,903 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 237 186 

評価・換算差額等合計 237 186 

純資産合計 19,244 19,089 

負債純資産合計 59,140 56,717 
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（２）損益計算書

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

売上高 135,971 136,540 

売上原価 87,451 85,950 

売上総利益 48,520 50,590 

販売費及び一般管理費 47,694 50,218 

営業利益 826 371 

営業外収益    

受取利息 53 47 

受取配当金 480 617 

仕入割引 75 65 

その他 228 153 

営業外収益合計 838 882 

営業外費用    

支払利息 160 131 

支払手数料 38 37 

その他 23 19 

営業外費用合計 222 188 

経常利益 1,442 1,066 

特別損失    

固定資産除却損 84 186 

減損損失 335 108 

関係会社株式売却損 － 27 

特別損失合計 420 322 

税引前当期純利益 1,022 744 

法人税、住民税及び事業税 615 370 

法人税等調整額 3 119 

法人税等合計 618 489 

当期純利益 403 254 
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【売上原価明細書】

 

   
前事業年度

（自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日）

当事業年度
（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ  商品期首たな卸高   12,272   11,610  

Ⅱ  当期商品仕入高   84,217   83,373  

Ⅲ  当期外注加工費   3,779   3,784  

合計   100,268   98,768  

他勘定振替高 ※１ 1,207   1,134  

商品期末たな卸高   11,610   11,683  

売上原価   87,451 100.0 85,950 100.0

 

  （注）※１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当事業年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

販売費及び一般管理費    

販売促進費 346百万円 342百万円

事務用消耗品費 63 73

その他 797 718

計 1,207 1,134
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

                (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計   

買換資産 
圧縮積立金 

別途積立金 繰越利益 
剰余金 

当期首残高 2,852 2,419 184 2,604 150 7 9,645 3,654 13,458 

会計方針の変更による
累積的影響額               59 59 

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 

2,852 2,419 184 2,604 150 7 9,645 3,713 13,517 

当期変動額                   

剰余金の配当               △357 △357 

当期純利益               403 403 

買換資産圧縮積立金の
取崩           △0   0 － 

自己株式の取得                   

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）                   

当期変動額合計 － － － － － △0 － 46 45 

当期末残高 2,852 2,419 184 2,604 150 7 9,645 3,759 13,562 

 

         

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
  自己株式 

株主資本 
合計 

その他有価
証券評価 
差額金 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 △12 18,902 133 133 19,036 

会計方針の変更による
累積的影響額   59     59 

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 

△12 18,961 133 133 19,095 

当期変動額           

剰余金の配当   △357     △357 

当期純利益   403     403 

買換資産圧縮積立金の
取崩   －     － 

自己株式の取得 △0 △0     △0 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）     103 103 103 

当期変動額合計 △0 45 103 103 148 

当期末残高 △12 19,006 237 237 19,244 
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当事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

                (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計   

買換資産 
圧縮積立金 別途積立金 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 2,852 2,419 184 2,604 150 7 9,645 3,759 13,562 

当期変動額                   

剰余金の配当               △357 △357 

当期純利益               254 254 

買換資産圧縮積立金の
取崩           △0   0 － 

自己株式の取得                   

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）                   

当期変動額合計 － － － － － △0 － △102 △103 

当期末残高 2,852 2,419 184 2,604 150 6 9,645 3,656 13,459 

 

         

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
  自己株式 

株主資本 
合計 

その他有価
証券評価 
差額金 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 △12 19,006 237 237 19,244 

当期変動額           

剰余金の配当   △357     △357 

当期純利益   254     254 

買換資産圧縮積立金の
取崩   －     － 

自己株式の取得 △0 △0     △0 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）     △50 △50 △50 

当期変動額合計 △0 △103 △50 △50 △154 

当期末残高 △12 18,903 186 186 19,089 
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７．その他

(1）役員の異動

①代表取締役の異動

 該当事項はありません。 

②その他の役員の異動 

 その他の役員の異動につきましては、平成28年５月11日付「役員人事に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

(2）その他

 該当事項はありません。
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